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藤沢市情報公開審査会答申第３２号

２０１１年（平成２３年）１１月８日

藤沢市土地開発公社

理事長 高 木 三 廣 様

藤沢市情報公開審査会

会 長 安 冨 潔

情報公開請求の公開拒否決定に関する異議申立てについて（答申）

２０１１年（平成２３年）１月１８日付けで諮問された「藤沢市土地開発公社

平成２１年度決算書に於ける公有用地明細表書式変更に係る起案文書一式及び明

細書（資産区分毎の事業内訳）」の情報公開請求の公開拒否決定の件について，

次のとおり答申します。

１ 審査会の結論

藤沢市土地開発公社（以下「実施機関」という。）が，「藤沢市土地開発公

社平成２１年度決算書に於ける公有用地明細表書式変更に係る起案文書一式及

び明細書（資産区分毎の事業内訳）」の行政文書公開請求に対し，２０１０年

（平成２２年）９月１５日付けでした公開拒否決定については，実施機関の処

分は妥当である。

２ 事実

（１） 異議申立人は，２０１０年（平成２２年）９月３日付けで，実施機関に対

し，藤沢市情報公開条例（平成１３年藤沢市条例第３号。以下「条例」とい

う。）第１０条の規定により，「藤沢市土地開発公社平成２１年度決算書に

於ける公有用地明細表書式変更に係る起案文書一式及び明細書（資産区分毎

の事業内訳）」（以下「本件請求文書」という。）の文書の行政文書公開請

求を行った。

（２） 実施機関は，同年９月１５日付けで，異議申立人に対し，公開拒否決定処

分（以下「本件処分」という。）を行った。
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（３） 異議申立人は、同年９月２４日付けで，実施機関に対し，本件処分の取消

しを求める異議申立てを行った。

（４） 実施機関は、２０１１年（平成２３年）１月１８日付けで，藤沢市情報公

開審査会（以下「審査会」という。）に対し，条例第１８条の規定により，

本件処分について諮問した。

３ 異議申立人の主張要旨

（１） 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は，本件処分の取消しを求める，というものである。

（２） 異議申立ての理由

異議申立人は，異議申立書で以下のとおりの主張をしている。

平成２１年度決算書に於ける公有用地明細表の書式変更という重要事項に

関する起案文書等の不存在理由の説明が欠落している。書式変更の責任者が

不明である。

資産区分毎の事業内訳が無く合計のみが表示されている。一般社会常識で

は，合計を計算するためには資産区分毎の事業内訳は必ず作成するはずであ

る。

４ 実施機関の主張要旨

実施機関は，非公開理由説明書で，以下のとおりの主張をしている。

決算書及び公有用地明細表（以下「明細表」という。）は，神奈川県からの

「土地開発公社事業調査」依頼に対して，他の調査項目と共に公社指導担当で

ある資産経営課から神奈川県に毎年提出している。

明細表の様式は，「土地開発公社経理基準要綱」第５４条，第５５条１項，

２項により定められており，その年にどれだけ土地等の資産の動きがあったか

を項目ごとに記載する表で，「資産区分」の分類については，各公社の分類方

法となっている。

毎年決算書及び明細表を市（資産経営課）に提出する都度，土地開発公社に

おいて，決算書及び明細表の記載内容・様式を確認し，起案・決裁により，意

思決定した上で市（資産経営課）に提出している。

平成２０年度決算書に添付した明細表は，全事業を記載して作成したが，近

年事業量も減ってきており，一事業で一人の地権者の場合があり，本来非公開

とすべき個人の補償費（財産の情報）が特定できてしまうことに配慮して，平

成２１年度決算書に添付する明細表については，資産区分を区分毎の計の記載

で作成し，市（資産経営課）に提出した。
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前述のとおり，毎年市（資産経営課）に提出する際に，提出文書を確認した

上で，起案・決裁により，意思決定を行っているが，「土地開発公社経理基準

要綱」に定める様式２号の書式は変更していないので，書式変更の起案は必要

ない。

明細表は，土地開発公社土地台帳管理システムの取得明細書，処分明細書の

データを基に集計し，作成しているが，平成２１年度は事業ごとの明細表は作

成していない。

以上のことから申立人より請求されている本件請求文書は，実施機関の職員

が作成していないため不存在なので，行政文書公開拒否決定とした。

５ 審査会の判断

（１） 本件請求文書について

本件請求文書は，「藤沢市土地開発公社平成２１年度決算書に於ける公有

用地明細表書式変更に係る起案文書一式及び明細書（資産区分毎の事業内

訳）」であり，実施機関は，当該文書については，実施機関の職員が作成し

ていないため不存在であるとして，公開拒否決定を行ったことから，以下，

本件請求文書の存否について検討する。

（２） 本件請求文書の存否について

明細表は，神奈川県からの「土地開発公社事業調査」依頼に対して，神奈

川県に提出するものであり，明細表の様式は，「土地開発公社経理基準要

綱」により定められているものであるから，実施機関が定められた様式の中

で，平成２１年度の明細表のように区分をまとめることには十分な合理性が

認められるので，平成２０年度の様式で明細表が作成されなかったというこ

とについては，理由がないとは言えない。

また，当審査会が実施機関から聴取したところ，平成２０年度の書式の明

細表は，平成２１年度には実際に作成しておらず，また，県に提出する明細

書の区分をまとめることについては，担当課内部における協議の結果である

ので，起案文書を作成していないという実施機関の説明は，不合理とまでは

言えない。

したがって，平成２０年度の様式での明細表及び書式変更の起案文書を実

施機関が作成していないと認められるので，本件対象文書は不存在である。

以上のことから，異議申立人が取り消しを求める公開拒否決定処分については，

実施機関の処分が妥当であると判断する。

よって，「１ 審査会の結論」のとおり判断する。
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６ 審査会の処理経過

当審査会の処理経過は，別紙のとおりである。

以 上
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別 紙

審査会の処理経過

年 月 日 処 理 内 容 等

2010. 9. 3 ・行政文書公開請求書受付

. 9.15 ・行政文書公開拒否決定処分

9.24 ・行政文書公開異議申立書受理

2011. 1.18 ・土地開発公社から審査会へ諮問書の提出

1.20 ・審査会から土地開発公社へ非公開理由説明書の提出要請

2.25 ・土地開発公社から審査会へ非公開理由説明書の提出

3. 1 ・審査会から異議申立人へ非公開理由説明書の写しの送付

及び意見書の提出要請

6. 2 ・異議申立人の意見陳述及び審議

6.17 ・実施機関への事情聴取及び審議

7. 1 ・審議

7.21 ・審議

11. 8 ・答申
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第１３期藤沢市情報公開審査会委員名簿

（任期：2010年2月1日～2012年1月31日）

氏 名 役 職 名 等

◎ 安 冨 潔 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

○ 小 澤 弘 子 弁護士

青 木 孝 弁護士

中 津 川 彰 弁護士

金 井 惠里可 文教大学国際学部准教授

◎会長 ○職務代理者


